
Ⅱ 事 業 活 動 状 況 

 

１ 外航客船の安全運航・船舶保全に係る諸対策の推進 

 （１）外航客船の安全運航・船舶保全に係る諸対策の推進 

① 洋上風力発電事業における船舶航行への影響 

各都道府県が洋上風力発電事業を推進するためには、法定協議会の設置に際し、利害関

係者の同意が必要とされている。そのため、各都道府県は海事 4 団体（一般社団法人日本

船主協会、日本内航海運組合総連合会、一般社団法人日本旅客船協会、当協会）に対し、

計画概要について定期的に説明を行っている。 

2025 年度は、岩手県久慈市沖、東京都大島町沖・新島村沖・神津村沖・三宅村沖・八

丈町沖、和歌山県沖（西側・東側）、佐賀県唐津市沖、⾧崎県五島市南沖、鹿児島県いち

き串木野市沖の計画について説明を受け、当協会として船舶交通量シミュレーションの実

施を要請した。また、福岡県響灘沖の航行安全に関する照会にも対応した。 

また、愛知県田原市・豊橋市沖では、国（NEDO）による風車 1 基の建設を伴う実証実

験が 2026 年 4 月に開始される予定であり、これに先立ち安全対策を検討するため、「愛

知県田原市・豊橋市沖における浮体式洋上風力実証事業に係る船舶航行安全に関する調査

研究」特別専門委員会が設置された。同委員会は、第 1 回会合が 12 月 19 日、第 2 回が

2 月 24 日、第 3 回が 3 月 16 日に開催され、当協会も構成団体として参画した。 

 

② 乗客予約記録（BRI）の報告制度案への対応 

財務省関税局監視課から、航空業界で実施されている乗客予約記録（BRI）報告制度を

外航クルーズ船、外航フェリーでも実施したいと打診があった。原案では計 34 項目の予

約者情報を本邦向け海外の出発港の出港予定時間の 72 時間前及び出港後の計 2 回報告す

るという内容になっている。 

当初、関税局監視課では 2025 年 7 月から施行運用実施を予定し、クルーズ船社、外航

フェリー船社との間でそれぞれヒアリングを実施、当協会からは、そもそも収集していな

い情報が多岐にわたること、情報とりまとめにかかる業務の負担やコストの問題が極めて

大きいこと、施行運用を実施するのならば外国船にも同様の対応が行われることが前提で

あることを訴えた。 

これらヒアリングを踏まえ、6 月 25 日に改めてクルーズ船社とのヒアリングが実施さ

れ、施行運用の段階では 34 項目のうち報告可能なもののみを対象とすることで、2025 年

10 月 1 日より施行運用が開始された。一方、フェリーについては、本制度に関連する

IMO 簡易化委員会（FAL）における今後の議論の結論を見据え改めて検討することとな
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り、同時期での施行運用の実施は見送られた。 

2025 年度の IMO 簡易化委員会（FAL）は 2026 年 3 月 23 日～27 日に開催を予定され

ており、当協会はその審議の動向を注視していく。 
 

③ 東京湾台風等対策協議会への対応 

海上交通安全法等の一部を改正する法律が 2021 年 7 月 1 日に施行され、東京湾・伊勢

湾・瀬戸内海において、台風等の異常な気象・海象が予想される場合、走錨等に起因する

事故の防止に万全を期すため、湾外避難・湾内の錨泊制限等を勧告・命令する制度が開始

された。同制度を受け、海上保安庁では 2021 年 7 月 1 日に海事関係団体を構成員とする

「東京湾台風等対策協議会」を設置し、東京湾に異常な気象・海象等が予想される場合に

おける船舶交通の危険防止などについて、年 1 回台風シーズン前に定例会を開催すること

としている。また、最大風速 40m/s 以上の暴風が予想される場合には概ね 3 日前に会議

（幹事会）を招集し、湾外避難および入湾回避勧告の要否、実施時期その他必要な措置、

その他、東京湾アクアライン周辺海域における走錨対策強化勧告について検討している。 

当協会は、会員会社の運航するクルーズ客船が、輻輳海域である東京湾に頻繁に入湾す

る関係からも同協議会構成員として参画し、意見反映に努めるとともに同協議決定事項等

の会員への迅速な周知等を行い事故防止に万全を期すこととしている。 

2025 年度については、10 月に台風 22 号の接近に伴い幹事会が招集され、走錨対策強

化の実施など事故防止への協力依頼が発出された他、台風接近の度に関連情報の共有があ

った。 

 

④ IMO フォロー救命検討会への対応 

船舶事故時の救命艇で換気不良により乗組員が体調不良を訴えた事案を受け、IMO で

は救命艇・救命いかだの換気要件が検討されている。部分閉囲型救命艇については、

2025 年 7 月に開催された第 11 回船舶設備小委員会（SSE11）で換気要件が必要と認めら

れ、下部組織の救命設備通信部会 1（LSA CG 1）で詳細が検討されている。 

これを踏まえ、当協会は日本船舶技術研究協会（JSTRA）が事務局を務める標記検討

会に 2025 年度から参画し情報収集に努めている（第 2 回：11 月、第 3 回：2026 年 2 月）。 

救命設備通信部会 1（LSA CG 1）レベルではあるが、次のとおり義務化実施日につい

て各国の合意がされたので注意を促した。 

 

【部分閉囲型救命艇の換気機能の義務化実施日について※】 
救命設備通信部会 1（LSA CG 1）部分閉囲型救命艇の換気要件に関する検討結果と

して、換気機能の義務化実施日が 2032 年 1 月 1 日に設定された。本義務化は、母船の
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新造／既存を問わず適用され、以下のいずれの場合も対象となる。 

 2032 年 1 月 1 日以降に部分閉囲型救命艇を設置して就航する新造船 

 2032 年 1 月 1 日以降に部分閉囲型救命艇を換装する既存船 

部分閉囲型救命艇は海外メーカーのみが生産しているため、母船が日本籍船の場合に

は JG 型式承認や小型船舶安全規則等への対応に時間・費用がかかる可能性があること

に注意が必要になる。 

※CG レベルの合意内容のため、実際の改正までに変更ありうることに留意願いた

い。救命設備通信部会 1（LSA CG 1）においては、引き続き開口率や CO2 濃度等の換

気要件について審議が進められている。 

 

（２）客船の環境保全規制等対策の実施 

① IMO 海洋環境保護委員会における GHG 削減対策への対応 

2025 年 4 月に開催された国際海事機関（ IMO）第 83 回海洋環境保護委員会

（MEPC83）では IMO が 2023 年に採択した「2050 年頃までの GHG 排出ゼロ」の戦略

目標達成に向け、使用燃料の GHG 強度規制、および同規則の達成状況に応じた負担金お

よび還付金の導入が合意され、同年 10 月の MEPC 臨時会合での条約改正の採択が見込ま

れていた。 

しかしながら同臨時会合では条約改正案の採択を求める欧州及び太平洋島嶼国、それ

に反対する産油国及び米国等による意見の隔たりが埋まらず、改正案の採択には至らず、

１年後に審議を再開することとなった。 

当協会では、これら MEPC での動きについて都度、国交省海事局海洋・環境政策課と

の間で説明会・意見交換会を行うなど、審議動向を注視した。 

 

② IMO による船舶の汚水処理規則の見直しについて 

海洋汚染防止条約（MARPOL 条約）付属書Ⅳでは、国際航海に従事する 400GT 以上の

船舶等に対し、汚水処理装置等（汚水処理装置（STP）、粉砕装置又は貯留タンク）の設

置を義務付けるとともに、船舶からの汚水の排出方法を制限（陸から 12 マイル以内での

排出禁止）している（ただし、型式承認を取得した STP 等からの処理水の排出制限はな

い）。 

一方、国際海事機関（IMO）では STP が条約で定められた性能を発揮せず、海洋環境

への悪影響を及ぼしている可能性が問題視されたため、IMO 汚染防止・対応小委員会

（PPR）において、MARPOL 条約付属書Ⅳおよび関連ガイドラインの具体的改正案につ

いての検討がすすめられている。 
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最近では、これまでの日本提案である「水質悪化の原因究明を行い、既存船のオペレー

ション・メンテナンスの改善を検討すべき」とする考えに基づき、2022 年 4 月の PPR9

において「既存船に搭載された汚水処理装置の改善ガイドライン案」を提案し、2023 年

5 月の PPR10 において一部事項について合意を得た。 

2025 年度は 2026 年 1 月 22 日に国内 WG が開催され、PPR13 への対応方針案の検討

が行われた。当協会は、同 WG の検討動向を注視した。 

 

（３）客船の事業環境に係る諸施策の推進 

① 東京都への要望活動 

当協会では、特定の港湾管理者がクルーズ客船に対して実施している各種港湾諸料金に

対する減免措置等について、内外のクルーズ客船による違いによる諸問題の是正など働き

かけ、全国の主要港においてもインセンティブ制度について外国籍船との格差の解消が進

んでいる。また、2025 年 11 月 7 日、東京都の令和 8 年度予算編成に関連し小池東京都

知事によるヒアリングを受け、篠原理事⾧より①東京国際クルーズターミナルにおける複

数バース体制の確保、②東京港におけるクルーズ客船受入体制の強化、③インセンティブ

制度および客船誘致促進補助制度の継続と拡大、を要望した。2026 年 3 月に令和 8 年度

東京都予算が成立し、国際東京クルーズふ頭の受入機能強化が新規に認めれるとともに、

インセンティブ制度及び客船誘致促進補助制度の継続などが認められた。 

 

② 船舶の固定資産税の取り扱い 

新たに日本籍外航クルーズ船の就航が予定されているなか、船価の高いクルーズ船が固

定資産税における課税標準の特例（外航船舶：6 分の 1）を各船が受けられるようするた

め、クルーズ船が取り得るスキームを検討した。 

検討を踏まえ、当該スキームについて、国土交通省海事局外航課、財務省関税局監視課、

総務省自治税務局固定資産税課に対し、海上運送法・関税法・地方税法に係る法的整合性

を確認し、いずれの法令にも抵触しない旨の回答を得ることができた。 

なお、当該スキームを実際に採用するかどうかについては、各社の判断に拠ることとし

ている。 

 

③ 国際観光旅客税引き上げへの対応 

2025 年夏頃、政府の中で国際観光旅客税の税率引き上げの動きが表面化したことを踏

まえ、クルーズ船社および外航フェリー船社に対してヒアリングが実施された。当協会で

は、とりわけ外航フェリー各社への影響が大きいと認識し、事業者の負担軽減を図るため

政治・行政の両面から働きかけを行った。 
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2025 年 11 月 7 日には、自民党本部において観光立国調査会が開催され、当協会を含

む観光関係 10 団体が出席し、国際観光旅客税の増額に関するヒアリングが行われた。同

調査会には、自民党の衆参議員約 40 名のほか、関係省庁も出席した。当協会からは篠原

理事⾧が出席し、外航フェリー事業者にとって大きな負担となることを踏まえ、税収の外

航フェリーへの活用、十分な周知期間の確保、移行期における簡便な実務対応などを要望

した。 

その後、11 月下旬から 12 月上旬にかけて、篠原理事⾧を先頭に複数の自民党議員を訪

問し、外航フェリーに適用される税額を最低ラインである 1 人当たり 3,000 円以下にする

こと、また増収分を外航フェリーの船内整備補助に充当することについて陳情を行った。 

12 月 19 日には、自民党および日本維新の会の両党より与党税制改正大綱が公表され、

この中で国際観光旅客税の税率を現行の 1,000 円から 3,000 円へ引き上げる旨が明記され

た（2026 年 7 月 1 日以降の出国より適用）。また、適用開始日前に締結された一定の運

送契約に基づく出国については現行税率（1,000 円）を適用することとされた。 

大綱公表後、当協会では 2026 年 7 月 1 日の施行に向け、会員各社が移行期に可能な

限り混乱なく対応できるよう、観光庁および外航課との調整を進めている。 

さらに、2026 年 4 月 1 日、増収となる旅客税を財源として、外航フェリーも対象とす

る船内整備補助が拡充された。当協会では補助制度の概要を確認の上、使い勝手の良いも

のとなるようさらに働きかけていくことにしている。 

 

④ JESTA（日本版 ESTA）法案への対応 

JESTA は、来日を希望する外国人について、渡航前に出入国在留管理庁に対し渡航目

的や滞在先等の情報を提供させ、事前にチェックを行うシステムで、電子認証を受けてい

ない外国人は原則として航空機や船舶への搭乗や乗船が不可となる。同システムは 2028

年度中の施行を予定しており、2026 年 3 月 10 日に入管法改正案を閣議決定。 

2028 年 1 月 6 日に当協会のクルーズ船社、フェリー船社を対象に、また同 1 月 31 日

には深刻な影響が見込まれるフェリー会社を対象に、出入国在留管理庁・外航課との意見

交換を実施、制度導入に当たり生じる課題の共有を行った。 

2026 年 3 月現在、外航課と協働し、「船会社のシステムとは完全に切り離され、出入

国在留管理庁のシステム内で完結することを前提とした、チェックイン時におけるパス

ポートリーダ活用によるデジタルチェック」を出入国在留管理庁に改めて要望している。 

 

⑤ 熊野大花火大会クルーズ船錨地調整協議会（仮称）の設立に向けた対応 

熊野花火クルーズで使用される錨地は一般海域に存在し、港湾管理者や海上保安部の管

轄外に位置している。このため、錨地内における各船舶のポジションについて公的機関か
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ら指示を受けることができず、これまでは参加船同士による自主的な調整によって運用さ

れてきた。従来は参加隻数が 4～5 隻程度であったため大きな支障は生じなかったが、

2027 年度以降はそれを上回る参加が見込まれ、船舶の安全確保の観点からも、隻数管理

を含む調整の仕組みが必要となった。 

花火大会の主催者である熊野市からは港湾を有する自治体ではなく、法的・行政的権限

の面で主体的な調整を行うことが難しいものの、調整体制の構築として業界団体による取

り組みに理解と協力の姿勢が示された。こうした背景を踏まえ、業界側が主体となって安

全確保に向けた仕組みを整備することが適切と判断し、現在、JOPA・JICC 等の船社を構

成員とし、関係行政機関をオブザーバーとする「熊野大花火大会クルーズ船錨地調整協議

会（仮称）」の設立に向けて調整を進めている。 

 

（4）わが国客船市場の持続的発展 

① 国土交通省の有識者検討会への対応 

国土交通省海事局は、2025年2月に日本のクルーズ市場の持続的発展と今後のクルーズ

人口の拡大に向けた方策を学識経験者、関係団代、有識者、行政機関を交えて議論する

「日本のクルーズ市場の持続的発展に向けた有識者検討会」（座長：池田良穂大阪府立大

名誉教授）を立ち上げ、当協会も委員として参画してきた。 

2025年2月21日の第1回会合以降検討を重ね、2025年6月26日の第4回会合で、主要な課

題への対応方針や次期目標に関する考え方を整理したとりまとめを行った。今後はとりま

とめに基づき、新たな目標とした「2030年までの日本人クルーズ人口100万人の達成」に

向け産官学一体となり取り組みを推進していくこととした。 

またこれを受け、当協会、日本旅行業協会(JATA)、日本国際クルーズ協議会（JICC）

の主要3団体は、「Let's CRUISE 1M（Million）」というキャッチフレーズと共通ロゴを策

定するなど、機運醸成に取り組んでいる。 

 

② 交通政策審議会観光分科会への対応 

観光庁は 2025 年 7 月 25 日、新たな観光立国推進基本計画（第 5 次）の策定に向け、

第 51 回交通政策審議会観光分科会を開催し、観光関係および交通関係団体からのヒアリ

ングを実施した。 

当協会からは篠原理事長が出席し、クルーズ船が観光立国の推進に寄与し得る点を説明

するとともに、クルーズ振興に向けた課題として、有識者検討会で掲げられた「2030 年

までに日本人クルーズ人口 100 万人を達成する」という目標の実現に向け、クルーズ事

業者と地域との連携強化、クルーズ旅行の効果的なプロモーション、地方港への寄港拡大、

外国人旅行者への訴求強化等の必要性を指摘した。 
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２ 客船事業振興・調査広報に係わる諸施策の実施 

(1) 振興活動 

① 2025 年度クルーズアドバイザー認定制度 

a) クルーズセミナー「クルーズコンサルタント（C.C）コース」 

2003 年度から、（一社）日本旅行業協会（JATA）等の協力を得て、旅行会社の社員

を対象にクルーズのスペシャリストを育成し、クルーズの販売促進、マーケットの拡充

に役立てることを目的とする資格制度としてスタートした「クルーズアドバイザー認定

制度」のクルーズセミナー（C.C コース）については、コロナ禍の影響で 2020 年度、

2021 年度は中止となったものの、2022 年度からは再開することができている。 

2025 年度クルーズセミナー（C.C）コース資格認定講習については、WEB 講義を

2025 年 9 月 30 日～10 月 20 日で公開するとともに、筆記試験を全国 5 カ所（東京 10

月 21 日、札幌 10 月 23 日、名古屋 10 月 23 日、大阪 10 月 24 日、福岡 10 月 24 日）

において実施した。 

修了試験の受験者数は、東京会場が 317 名（うち欠席 10 名）、札幌会場が 29 名（う

ち欠席 0 名）、名古屋会場が 72 名（うち欠席 4 名）、大阪会場が 141 名（うち欠席 5

名）、福岡会場が 67 名（うち欠席 5 名）、合計 626 名（うち欠席 24 名）であった。 

採点結果に基づき、従来どおりの合否基準（①全般、②運航・構造、③船内サービ

ス、④旅行業法・約款、旅客運送約款等、⑤船会社の 5 科目で各科目の正解率 60％以

上、総合 70 点以上を合格ラインとする）により判定を行った結果、東京会場は 307 名

中 210 名（合格率 68.4％）、札幌会場は 29 名中 21 名（合格率 72.4％）、名古屋会場は

68 名中 57 名（合格率 83.8％）、大阪会場は 136 名中 90 名（合格率 66.2％）、福岡会

場は 62 名中 45 名（合格率 72.6％）、合計 602 名中 423 名（合格率 70.3％）の方々が

合格した｡ 

現在のクルーズ コンサルタントの通算認定証交付者数は、5,569 名である（修了試

験合格者総数 9,512 名）。 
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クルーズセミナー（C.C コース）の年度別受験者数および合格者数 

  受験者数 

合格者数 
合格率

（％） 
合格者数

（男） 

合格者数

（女） 
合計 

2025(令和 8)年度 602 84 339 423 70.3% 

2024(令和 7)年度 522 50 240 290 55.6% 

2024(令和 6)年度 522 50 240 290 55.6% 

2023(令和 5)年度 441 33 168 201 45.6% 

2022(令和 4)年度 372 31 145 176 47.3% 

2021(令和 3)年度 中止 

2020(令和 2)年度 中止 

2019(令和元)年度 965 87 365 452 46.8% 

2018(平成 30)年度 1196 95 494 589 49.2% 

2017(平成 29)年度 1357 136 592 728 53.6% 

2016(平成 28)年度 1286 135 516 651 50.6% 

2015(平成 27)年度 1338 107 458 565 42.2% 

2014(平成 26)年度 1429 148 521 669 46.8% 

2013(平成 25)年度 1227 161 600 761 62.0% 

2012(平成 24)年度 891 135 391 526 59.0% 

2011(平成 23)年度 780 110 349 459 58.8% 

2010(平成 22)年度 687 106 287 393 57.2% 

2009(平成 21)年度 600 123 278 401 66.8% 

2008(平成 20)年度 764 185 365 550 72.0% 

2007(平成 19)年度 859 270 362 632 73.6% 

2006(平成 18)年度 678 128 223 351 51.8% 

2005(平成 17)年度 409 68 123 191 46.7% 

2004(平成 16)年度 396 109 125 234 59.1% 

2003(平成 15)年度 441 136 134 270 61.2% 

総合計 16,638 2,351 6,738 9,089 55.3% 
 

 

C.C コース研修（WEB によるオンライン研修） 

当協会ホームページから「オンライン研修」を受講 

配信期間：2025 年 9 月 30 日（月）～10 月 20 日（日）（21 日間） 

講    師：クルーズマスター4 名、各 60 分程度の講義 

講義撮影：海運ビル 5 階（501 会議室）  
 

講師（敬称略） 講義内容／教本部分（該当章） 

齋藤 和宏（JTB） 試験概要 
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クルーズ教本 第 1 章～第 7 章 

春元 里香（郵船トラベル） クルーズ教本 第 8 章～第 15 章 
 

吉原 悦子（ICM） クルーズ教本 第 18 章～第 19 章 

清水 克子（K.ツーリズム・
デザイン） 

クルーズ教本 第 20 章～資料編 
旅行業法・旅行業約款 

 
 

 
2025 年度クルーズコンサルタント（C.C.コース）修了試験 

試験監督・運営協力（クルーズマスター）            （敬称略） 

東京会場 

10 月 21 日 
全国町村議員会館 

梅山 正智 

（JTB） 

西中 今日子 

（JTB） 

札幌会場 

10 月 23 日 
札幌市教育文化会館 

加藤 武 

（JTB） 
 

名古屋会場 

10 月 23 日 

愛知県産業労働センター

（ウインクあいち） 

清水 克子 

（K.ツーリズム・デザイン） 

春元 里香 

（郵船トラベル） 

大阪会場 

10 月 24 日 

エル・おおさか 

（大阪府立労働センター） 

畑中 めぐみ 

（JTB） 

平野 結子 

（郵船トラベル） 

福岡会場 

10 月 24 日 
天神チクモクビル大ホール 

河野 修治 

（JTB） 

田島 英治 

（JTB） 

 
 

b) 第18回ブラッシュ・アップ・クルーズセミナー（更新講習） 

クルーズコンサルタント（C.C）の資格取得後5年を経過し、認定証の更新希望者を

対象とする「ブラッシュ・アップ・クルーズセミナー（更新講習）」については、「第18

回ブラッシュ・アップ・クルーズセミナー（更新講習）」を2025年9月1日（月）～9月

30日（火）まで、オンラインテストにより実施し、前年度未受講者12名を含む期間満

了者795名のうち、634名が受講登録し、622名が更新した。その結果、更新辞退等によ

り2026年3月末時点におけるクルーズコンサルタント（C.C）資格所有者数は、5,569名

となった。 

さらにクルーズアドバイザー資格取得者へのインセンティブとして、希望者に対し、

クルーズ及びクルーズ関連業界の最新情報や実務に役立つ有益な情報を「C.Cメールニ

ュース」として配信するサービスを実施しているが、2026年3月末の登録数は1,172名

となっている。 
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c) クルーズ・マスター（C.M）コース 

クルーズ・マスター（C.M）コースは、申請がなく認定講習の実施を見送った。 

このためクルーズ・マスターは昨年度と同様、83名（見做し認定者13名を含む）と

なる。(次頁、クルーズマスターリストご参照) 
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  伊藤 栄治郎 菊間 潤吾 木島 榮子 古木 康太郎 笹川 健一 

  （0001） （0002） （0003） （0004） （0005） 

見做し認定者 清水 武彦 神野 博一 祖師 英夫 松井 澄夫 松浦 睦夫 

（13 名） （0006） （0007） （0008） （0009） （0010） 

  最上 幸治 高崎 満 深川 三郎 
    

  （0011） （0012） （0013） 

第 1 回 C.M.合格者 菊池 孝幸 小泉 芳弘 佐藤 浩 久田 千絵 吉原 悦子 

平成 18 年度（5 名） （0014） （0015） （0016） （0017） （0018） 

  河野 修治 永迫 昌代 平藤 実 鶴川 武史 富樫 菜穂子 

  （0019） （0020） （0021） （0022） （0023） 

第 2 回 C.M.合格者 赤金 恵美子 山崎 紀彦 小林 進 藤本 信 齋藤 和宏 

平成 19 年度（12 名） （0024） （0025） （0026） （0027） （0028） 

  前田 有美 岸本 美津子 
      

  （0029） （0030） 

第 3 回 C.M.合格者 青木 信之 澤田 晋一 清水 克子 三宅 明人 宗像 敬子 

平成 20 年度（5 名） （0031） （0032） （0033） （0034） （0035） 

第 4 回 C.M.合格者 金子 弘美 栗山 裕教 細井 昌樹 村上 勝昭 
  

平成 21 年度（4 名） （0036） （0037） （0038） （0039） 

平成 22 年度（中止）   

第 5 回 C.M.合格者 猪股 誠 梅田 とし江 中島 秀二 森 賢司 
  

平成 23 年度（4 名） （0040） （0041） （0042） （0043） 

第 6 回 C.M.合格者 稲垣(春元)里香 田島 英治 西田 裕子 東山 真明 森川 利江 

平成 24 年度（5 名） （0044） （0045） （0046） （0047） （0048） 

第 7 回 C.M.合格者 大木 美雪 加藤 武 高木 あづみ 横山 憲一郎 
  

平成 25 年度（4 名） （0049） （0050） （0051） （0052） 

第 8 回 C.M.合格者 生田 隆雄 中川 恵子 畑中 めぐみ 宮嶋 久国 
  

平成 26 年度（4 名） （0053） （0054） （0055） （0056） 

第 9 回 C.M.合格者 菅谷 孝幸 永井 ひろみ 松浦 賢太郎 松住 健一郎 
  

平成 27 年度（4 名） （0057） （0058） （0059） （0060） 

第 10 回 C.M.合格者 梅山 正智 菊池 真由美 谷 維人 
    

平成 28 年度（3 名） （0061） （0062） （0063） 

平成 29 年度   中 止 

第 11 回 C.M.合格者 板垣 明朗 井上 晶子 塩谷 篤史 中村 悠亮 西中 今日子 

平成 30 年度（5 名） （0064） （0065） （0066） （0067） （0068） 

第 12 回 C.M.合格者 窪田 純一 佐藤 朋美 白石 準 富永 哲也 
  

2019 年度(4 名) （0069） （0070） （0071） （0072） 

2020 年度～2021 年度 中 止 

第 13 回 C.M.合格者 阿部 賢一 荒木 辰道 永井 千鶴子 久松 亘 福田 麻由子 

2022 年度(5 名) （0073） （0074） （0075） （0076） （0077） 

第 14 回 C.M.合格者  太田 香織 小島 晃 満 さおり 
  

2023 年度(3 名) （0078） （0079） （0080） 

第 15 回 C.M.合格者 スケンデル真希 西口 正人 平野 結子 
  

2024 年度(3 名) （0081） （0082） （0083） 

2025 年度 中 止 

（合計 83 名） 
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② クルーズ販売セミナー 

当協会では会員会社をはじめとする旅行会社のクルーズの企画、販売、営業等現場の

若手社員を対象とする「クルーズ販売セミナー2025」を（一社）日本旅行業協会

（JATA）と共催で次の通り、2回実施した。 

▼ JOPA&JATA 共催「クルーズ販売セミナー2025」 

日   時：2025 年 11 月 29 日（土）11：00～13：30 

場  所：神戸港（中突堤旅客ターミナル停泊中の「三井オーシャンフジ」船内） 

参加者数：39 名 

内  容：1. 主催者挨拶 JATA 関西事務局 事務局⾧ 木村 行博 氏 

2.「三井オーシャンフジ」歓迎挨拶 ホテルゼネラルマネージャー 阿部 哲也 氏 

3. 販売セミナー 

                     講師：久松 亘 氏 

 株式会社 JTB ロイヤルロード事業部 クルーズ部（当時） 

 

▼ JOPA&JATA 共催「クルーズ販売セミナー2025」 

日   時：2026 年 2 月 20 日（金）10：00～12：00 

場  所：横浜港（大さん橋国際客船ターミナル停泊中の「飛鳥Ⅱ」船内） 

参加者数：52 名 

内  容：1. 主催者挨拶 JATA 関東事務局 事務局⾧ 石川 元彦 氏 

2. 「飛鳥Ⅱ」歓迎挨拶 郵船クルーズ 企画マーケティングチーム 吉田 匠吾 氏 

3. 販売セミナー  

            講師：宮嶋 久国 氏 

郵船トラベル株式会社 一般旅行部部⾧ 
 

③ クルーズ振興地方協議会の活動支援 

当協会では、2001年（平成13年）11月、クルーズ振興策検討委員会（委員⾧：池田

良穂大阪府立大学大学院教授（当時））において、わが国における客船クルーズの振興

を図るために、クルーズ会社、旅行会社、自治体及び港湾管理者等関係者が協調して取

組むべき課題が具体的に提言されたことを受け、2002年度（平成14年度）から国土交

通省海事局の協力の下、全国各地のクルーズ利用の進展が期待出来る地方港湾を中心と

して、それぞれの地域自治体の港湾・観光主管部局、港湾・観光関係団体、交通関係団

体、その他クルーズに関心を寄せる団体・企業等とクルーズ会社で構成する官民合同の

「クルーズ振興地方協議会」を設立していくこととし、2003年度（平成15年度）まで

に沖縄、関西、北海道、九州及び中国地方の5地区に協議会が設立され、振興活動がス

タートした。更に、2017年（平成29年）3月には東北クルーズ振興連携会議が設立され、
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2017年度から活動を実施していくこととした。 

各協議会を中心に実施する各種イベントに対して、当協会作成の広報パンフレット、

クルーズに関する情報及びデータの提供、講師紹介等の支援・協力を行った。各地のク

ルーズ振興地方協議会は以下の通り。 

名 称 設立年月 会 ⾧（世話人） 

沖縄県クルーズ促進連絡協議会 

 

2003(平成15)年2月4日 

(那覇市にて設立総会) 

沖縄県文化観光スポーツ観

光政策統括監(会⾧) 

関西クルーズ振興協議会 

 

2003(平成15)年3月19日 

(神戸市にて設立総会) 

近畿運輸局⾧(代表世話人) 

北海道クルーズ振興協議会 

 

2003(平成15)年11月７日 

(室蘭市にて設立総会) 

北海道運輸局次⾧ 

(代表世話人) 

九州クルーズ振興協議会 

 

2003(平成15)年11月29日 

(北九州市にて設立総会) 

（公社）九州運輸振興ｾﾝﾀｰ 

（会⾧) 

中国地方クルーズ振興協議会 

 

2004(平成16)年2月10日 

(広島市にて設立総会) 

（公社）中国海事広報協会 

（会⾧) 

東北クルーズ振興連携会議 

 

2017(平成29)年3月28日 

(仙台市にて設立総会) 

（一社）東北経済連合会 

（常務理事） 

 

④ 全国クルーズ活性化会議の活動支援「クルーズdeツナグ・プロジェクト」への協力 

「全国クルーズ活性化会議」は、全国レベルでクルーズ振興や誘致に係る必要な情報

の共有や意見交換を行うとともに、各地域に共通する課題の解決を図り、港を通じた地

域振興や経済の活性化等に資することを目的として、2012年11月に設立された。 

 2025年7月10日には第14回総会が山口県国際総合センター海峡メッセ下関で開催され、

当協会からは篠原理事⾧が来賓として出席し、本会議会⾧の前田下関市⾧から「我が国

におけるクルーズ市場拡大に向けた要望書」が手交された。 

また、全国クルーズ活性化会議を主体とする「クルーズ de ツナグ・プロジェクト」

では、全国レベルでクルーズ振興や誘致に係る必要な情報の共有や意見交換を行うとと

もに、 各地域に共通する課題の解決を図ることにより、港を通じた地域振興や経済の

活性化等に資 することを目的に活動している。2025 年度もクルーズ振興による地域活

性化や日本でのクルーズ人口の拡大を目指した PR 活動を実施した。 

 

（２）広 報 活 動 

① 地方自治体・クルーズ振興地方協議会等が実施するイベント等への協力 

当協会では会員自治体、クルーズ振興地方協議会等が実施する各種イベントに対し、

広報パンフレットおよび関連グッズ、クルーズに関する情報及びデータの提供を行った。

また、各協議会の総会・セミナー等へ出席するとともにこれらへの講師派遣に協力した。 
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② 一般消費者向け「クルーズセミナーと船内見学会」 

当協会ではクルーズの振興を図るためには、首都圏のみならず地方においても普及・

啓発活動を展開していく必要があるとの観点から、これまで日本籍クルーズ船を利用し、

一般消費者を対象とする｢クルーズセミナーと船内見学会」を開催してきたが、2025 年

度は開催には至らなかった。 

 

③ クルーズ・オブ・ザ・イヤー2025 

客船事業振興委員会（委員⾧：田崎 彩子 商船三井クルーズ マーケティンググルー

プ⾧）における客船振興及び広報事業として、国土交通省、観光庁及び（一社）日本旅

行業協会の後援の下、旅行業界の健全な発展に寄与したクルーズ旅行商品、特にオリジ

ナリティーに溢れ、かつ、わが国のクルーズ・マーケットの拡大に貢献した商品を企画

造成、実施した旅行会社等を顕彰することによりモチベーションの向上を期すとともに、

一般消費者に対し、良質のクルーズ旅行商品・サービスの提供を図ることを目的とする

第15回「クルーズ・オブ・ザ・イヤー」を実施した。当協会及び日本旅行業協会の会員

会社等を対象に、2025年11月3日を締切日として募集を行ったところ、合計23点のクル

ーズ旅行商品・企画等の応募・推薦があった。これを受け、2025年11月21日「クルー

ズ・オブ・ザ・イヤー2025」選考委員会を開催し、審議の結果、下記の通り、グランプ

リ1点、優秀賞4点、特別賞3点を選考・決定した。 

授賞式は、2025 年 12 月 19 日に千代田区平河町の海運クラブで開催した。 

 

【受賞一覧】 

〇グランプリ・飛鳥Ⅲ Debut Cruise シリーズ 

（郵船クルーズ株式会社） 

［選考理由］ 

「飛鳥Ⅲ」は今年 7 月にデビューし、横浜・神戸・博多発着のデビュークルーズ 8

本を実施した。日本籍の新造クルーズ客船の就航は実に 27 年ぶりであり、日本のクル

ーズ史に新たな一歩を刻んだインパクトは大きい。船内各所に日本の美術・工芸作品

を展示したほか、一部の客室に全国各地の特産品や伝統工芸品を設えるプロジェクト

「飛鳥Ⅲ meets 47 都道府県」など地域活性化への取り組みも高い評価を得た。横浜港

への初来航時には多くの市民が訪れ、期待の大きさが示された。また、建造過程を随

時情報発信するなど就航までの話題性の高さも評価された。 

 

〇優秀賞：MSC ベリッシマ 那覇発着クルーズ（沖縄定点クルーズシリーズ） 

（株式会社 MSC クルーズジャパン、株式会社阪急交通社） 
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［選考理由］ 

「MSC ベリッシマ」の那覇発着クルーズは今冬で 3 シーズン目を迎えた。外国船に

よる⾧期間の定点ショートクルーズは、クルーズの新たなモデルとして定着しつつあ

る。沖縄県内全域への経済波及効果や、閑散期の安定的な観光需要と現地雇用の創出

（2025 年 1～10 月の現地雇用 350 人超）など、持続的なクルーズビジネスが展開でき

る環境を整えたことで高評価を得た。 

阪急交通社は、航空会社の協力を得て全国 24 空港と那覇をつないだ商品を造成。

2024 年 1 月～2025 年 1 月までの那覇クルーズ実績は 41,783 名、特に若年層・ファミ

リー層向けの商品設計により、Z 世代・ミレニアム世代（18～44 歳）の予約者数は前

年度比 12％増加（2025 年 10 月現在）するなど、日本のクルーズ市場の活性化に寄与

した点が高く評価された。 

 

〇優秀賞：金沢発着チャータークルーズ 金沢から陽気なイタリアンクルーズ！ 

コスタセレーナで行く 気分爽快♪ 日本海ショートクルーズ 

（株式会社ベストワンドットコム） 

クルーズ専門旅行会社ベストワンドットコムの「コスタセレーナ」単独チャーター

による金沢発着ショートクルーズ。今年 2 年目を迎え、能登半島地震後の観光需要創

出による復興支援の側面が高く評価された。また、コロナ禍前には船会社が自主クル

ーズとして行っていた日本海側から発着するクルーズを、旅行会社自らがリスクを負

って実施したことも高く評価された。北陸 3 県の乗客が全体の 60％を占めるなど北陸

エリアのクルーズ需要を新たに創出したことも高評価となった。短日程・低価格の設

定により、「クルーズはリタイア後の贅沢なレジャー」と考える潜在顧客への訴求にも

成功し、3～4 泊の国内旅行感覚でクルーズを身近に楽しめる商品に仕上げた。 

 

〇優秀賞：にっぽん丸 東北発着クルーズ 

（河北新報トラベル） 

仙台市を拠点にする河北新報トラベルによる「にっぽん丸」をチャーターした東北

の港発着のクルーズ 3 航海。酒田港発着「にっぽん丸 花の利尻・礼文島クルーズ」は、

隣接する県から港まで有料バスを設定し 1 カ月で完売。青森港発着「にっぽん丸 花の

礼文島クルーズ」は 2 泊という手軽さから多くの初乗船者の集客に成功した。仙台港

発着「にっぽん丸 夏の絶景クルーズ」は 6 泊で屋久島と瀬戸内海をめぐるコースとし、

ショートクルーズ経験者を高単価商品へ誘導することに成功した。顧客増のみならず、

「顧客を育てる」ことで東北エリアにおけるマーケット拡大に寄与した功績は大きい。 

 

- 22 -



〇優秀賞：大西洋に浮かぶ国カーボベルデとカナリア諸島・南米への冒険 22 日間 

（株式会社阪急交通社） 

リスボンからブエノスアイレスまで「ノルウェージャン・スター」による 18 泊の大

西洋横断クルーズ。ツアー代金が高騰化する中で泊単価 3 万円台、⾧い日程かつ目新

しいデスティネーションの航路を実現できる商品として造成。通常のツアーでは訪れ

ることの少ない「カーボベルデ」をタイトルに掲げたことなどが奏功し、目標の 2.7

倍の 68 人の集客に成功。手軽さとは対極のさまざまな体験や、コースのユニークさ、

担当者の企画力が評価された。 

 

〇特別賞：クルーズフェスティバル東京 

（株式会社クルーズプラネット） 

クルーズ専門旅行会社クルーズプラネットによる、クルーズを「体感する」総合イ

ベント。今年は会場を東京国際フォーラムに変え、広さを 1.4 倍に拡大。目標を大き

く上回る 2,622 人が来場した。セミナーやトークショー、疑似乗船体験、個別相談ブ

ースなどを通じて、クルーズをより身近に感じ、旅行の新たな選択肢として検討して

もらう機会を創出。新しいクルーズの顧客層を広げる取り組みが高く評価された。イ

ベント当日は「飛鳥Ⅲ」就航日と重なり、横浜港からの実況中継など新しい取り組み

も効果的であった。 

 

〇特別賞：清水港客船誘致委員会 官民共創で 35 年の足跡と未来に向けて 

（清水港客船誘致委員会） 

1990 年「クイーン・エリザベス 2」の寄港から始まった「清水港客船誘致員会」は

今年で設立 35 周年を迎えた。清水港は、2025 年度は 100 隻を超えるクルーズ船を迎

えるまでに成⾧した。⾧年にわたる客船受入の取り組みが大きな成果につながること

を示したことを評価しての授賞となった。 

 

〇特別賞：松崎港・サマークルーズ「親子３代で楽しめる、ちょっと懐かしい日本の夏

休み」 

（郵船クルーズ株式会社、飛鳥Ⅱ歓迎イベント実行委員会・静岡県） 

今夏「飛鳥Ⅱ」の初寄港時に、松崎町と西伊豆町の関係団体で組織する「飛鳥Ⅱ歓

迎イベント実行委員会」と郵船クルーズが連携し、地元住民による歓迎や、砂浜での

宝探しなど海水浴場でのイベントを実施。松崎町⾧自ら終日現場で対応するなど、町

を挙げての温かいもてなしを実現した。地元のファミリー住民がクルーズを身近に感

じられる機会を作りだし、地域社会におけるクルーズの認知度を高めることに大きく
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貢献したことが評価された。 
 

④ 広報パンフレット等の制作・配布 

当協会では、クルーズの振興および普及活動の一つとして、従来から会員会社が運航

するクルーズ客船及び国際定期旅客船を紹介する広報パンフレットを制作してきた。今

年度は記載内容を最新の情報に刷新するとともに、これまで別々であったクルーズ船と

国際定期旅客船を一つに纏めた改訂版を作成、会員をはじめ、協会が主催・協力する各

種イベント会場、主要港の港湾振興協会等を通じて、広く配布した。 
 

⑤ クルーズ情報等の提供 

当協会活動記録や会員船社の主要なリリースをお知らせするクルーズニュースの更新

のほか、クルーズアドバイザー認定制度に関連して受講者が確認しやすいよう「ブラッ

シュアップ更新講習」、「クルーズ・マスター・コース」、「クルーズ・コンサルタント・

コース」などの各種資格取得のためのセミナー実施要領等など適時に情報提供を行った。 
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